
中間市地域公共交通計画（案）の

修正箇所

資料２
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１．計画の目的と関連計画の整理 

１-１ 計画策定の目的 

中間市内の地域公共交通は、JR 筑豊本線や筑豊電気鉄道、路線バス、タクシーが運行しているほ

か、市が運行するコミュニティバス（フレンドリー号、なかよし号）があり、市民や来訪者の移動

を支えている。 

しかしながら、少子高齢化に伴う人口の減少やマイカーの普及に加え、近年の新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり、利用者は年々減少傾向にある中、運行を維持するために必要な財政支出は

増加傾向にある。また、交通事業者においては、乗務員の不足や高齢化により、交通サービスを維

持していくことが厳しい状況にある。 

このような状況の中、令和 5 年 10 月に「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の一部

改正が行われ、官民間、交通事業者間、交通・他分野間における地域の連携・協働＝「共創」によ

り、利便性・持続可能性・生産性が向上するよう、地域公共交通ネットワークを再構築＝「リ・デ

ザイン」することが必要となった。 

こうした背景を踏まえ、中間市地域公共交通網形成計画（2016 年度～2020 年度）の後継計画

として、中間市内の地域公共交通の維持・確保及び利便性の向上に向けた基本方針や目標を達成す

るために実施すべき事業を取りまとめた「中間市地域公共交通計画」の策定を行う。 

 

１-２ 計画の区域 

本計画の区域は、中間市全域とする。 

 

１-３ 計画の期間 

本計画の期間は、２０２４年度（令和６年度）から２０２８年度（令和１０年度）までの【５年間】

とする。  

修正前
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１．計画の目的と関連計画の整理 

１-１ 計画策定の目的 

中間市内の地域公共交通は、JR 筑豊本線や筑豊電気鉄道（以下「筑豊電鉄」という。）、路線バ

ス、タクシーが運行しているほか、市が運行するコミュニティバス（フレンドリー号、なかよし

号）があり、市民や来訪者の移動を支えている。 

しかしながら、少子高齢化に伴う人口の減少やマイカーの普及に加え、近年の新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり、利用者は年々減少傾向にある中、運行を維持するために必要な財政支出は

増加傾向にある。また、交通事業者においては、乗務員の不足や高齢化により、交通サービスを維

持していくことが厳しい状況にある。 

このような状況の中、令和 5 年 10 月に「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の一部

改正が行われ、官民間、交通事業者間、交通・他分野間における地域の連携・協働＝「共創」によ

り、利便性・持続可能性・生産性が向上するよう、地域公共交通ネットワークを再構築＝「リ・デ

ザイン」することが必要となった。 

こうした背景を踏まえ、中間市地域公共交通網形成計画（2016 年度～2020 年度）の後継計画

として、中間市内の地域公共交通の維持・確保及び利便性の向上に向けた基本方針や目標を達成す

るために実施すべき事業を取りまとめた「中間市地域公共交通計画」の策定を行う。 

 

１-２ 計画の区域 

本計画の区域は、中間市全域とする。 

 

１-３ 計画の期間 

本計画の期間は、２０２４年度（令和６年度）から２０２８年度（令和１０年度）までの【５年間】

とする。  

修正後

※ 以降の「筑豊電気鉄道」から「筑豊電鉄」への修正箇所については、省略する。

・事務局での内容精査による修正
・「筑豊電気鉄道」と「筑豊電鉄」の表記が混在していたため、整理を行った。
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１-５-６ 中間市第２次地球温暖化対策実行計画 

 

 

 中間市第２次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（令和 4 年 3 月）

 計画概要等 ■計画期間 

令和 4 年度～令和 12 年度 

 

■目標 

｢2050 年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにする｣ 

 

■目的 

中間市の事務・事業に伴う温室効果ガス排出量の削減に向けて様々な取組を行い、

地球温暖化対策を推進すること

 公共交通に 

関する記述

○職員が率先して取組む事項 

・通勤にはなるべく徒歩・自転車や公共交通機関を利用する 

・ノーマイカー通勤等の取組を実施する。

修正前



<9>

１-５-６ 中間市第２次地球温暖化対策実行計画 

 

 

１-６ SDGs における位置づけ 

平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」において、令和 12（2030）年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標として

SDGs（Sustainable Development Goals）が定められた。SDGs は 17 の目標、169 のターゲ

ットから構成され、本計画では、目標 3「すべての人に健康と福祉を」、目標 7「エネルギーをみん

なに　そしてクリーンに」、目標 9「産業と技術革新の基盤をつくろう」、目標 11「住み続けられ

るまちづくりを」、目標 13「気候変動に具体的な対策を」、目標 17「パートナーシップで目標を

達成しよう」が関連し、これらの目標達成に向けて取組を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中間市第２次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（令和 4 年 3 月）

 計画概要等 ■計画期間 

令和 4 年度～令和 12 年度 

 

■目標 

｢2050 年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにする｣ 

 

■目的 

中間市の事務・事業に伴う温室効果ガス排出量の削減に向けて様々な取組を行い、

地球温暖化対策を推進すること

 公共交通に 

関する記述

○職員が率先して取組む事項 

・通勤にはなるべく徒歩・自転車や公共交通機関を利用する 

・ノーマイカー通勤等の取組を実施する。

修正後 ・パブリックコメントNo.1に基づく修正
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２．地域及び地域公共交通の現状 

２-１ 地域の現状 

２-１-１ 地勢・沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　中間市の位置図 

資料：国土地理院地図を基に作成 

 

 

 ●本市は、福岡県の北部に位置し、北九州市と遠賀郡、鞍手郡に接している。市の中央をちょう

ど南北に一級河川の遠賀川が流れていることから、市域は通称「川東（かわひがし）」と「川

西（かわにし）」に分かれている。 

●北九州市側となる川東には、なだらかな丘陵を背景に閑静な住宅地と商業地などを形成し、市

の人口の 9 割が集中している。川西の広々とした平野部には、美しくのどかな田園風景が広

がり、市の振興方針による工場団地が立地している。

修正前
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２．地域及び地域公共交通の現状 

２-１ 地域の現状 

２-１-１ 地勢・沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　中間市の位置図 

資料：国土地理院地図を基に作成 

 

 

 ●本市は、福岡県の北部に位置し、北九州市と遠賀郡、鞍手郡に接している。市の中央をちょう

ど南北に一級河川の遠賀川が流れていることから、市域は遠賀川東部地域と遠賀川西部地域に

分かれている。 

●北九州市側となる遠賀川東部地域には、なだらかな丘陵を背景に閑静な住宅地と商業地などを

形成し、市の人口の 9 割が集中している。遠賀川西部地域の広々とした平野部には、美しく

のどかな田園風景が広がり、市の振興方針による工場団地が立地している。

修正後 ・パブリックコメントNo.6に基づく修正
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図　将来人口の推移 

資料：第２期中間市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
(国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成) 

※平成 27 年は国勢調査による実績値 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　高齢化率の変化 

資料：国勢調査(H2-R2) 
第２期中間市まち・ひと・しごと創生総合戦略（R7-R42） 
(国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成資料) 

 

 ●将来人口予測においても、人口減少は続いていくことが予想されている。特に、64 歳以下の

人口の減少が顕著な傾向にある。 

●そのため 65 歳以上の高齢化率は、今後も上昇していくことが予想され、令和 17 年以降は

人口の約 4 割が 65 歳以上の高齢者となっている。
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修正前
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図　将来人口の推移 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「将来の地域別男女 5 歳階級別人口」 
※各年 10 月 1 日時点の推計人口 
※R2 年は国勢調査による実績値　 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　高齢化率の変化 

資料：国勢調査(H2-R2) 
国立社会保障・人口問題研究所「将来の地域別男女 5 歳階級別人口」（R7-R32） 

 

 ●将来人口予測においても、人口減少は続いていくことが予想されている。特に、64 歳以下の

人口の減少が顕著な傾向にある。 

●そのため 65 歳以上の高齢化率は、今後も上昇していくことが予想され、令和 22 年以降は

人口の約 4 割が 65 歳以上の高齢者となっている。
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修正後 ・パブリックコメントNo.27に基づく修正
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②利用状況 

 

表　市内 4 駅の乗降人員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　市内 4 駅の乗降人員数 

資料：筑豊電気鉄道 

 

 

 ●平成 30 年度～令和元年年度の乗降人員数は、ほぼ横ばいであるが、令和 2 年度は新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響を受け大きく減少している。 

●令和 4 年度の乗降人員数を駅別にみると、約 4 割が通谷駅を利用している。

 （千人）

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度

 通谷駅 610 614 478 457 447

 東中間駅 230 233 189 202 213

 筑豊中間駅 319 320 263 309 293

 希望が丘高校前駅 333 322 215 248 251

 計 1,492 1,489 1,145 1,216 1,204

修正前
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②利用状況 

 

表　市内 4 駅の乗降人員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　市内 4 駅の乗降人員数 

資料：筑豊電鉄 

 

③現状の問題点等 

資料：交通事業者ヒアリング  

 ●平成 30 年度～令和元年年度の乗降人員数は、ほぼ横ばいであるが、令和 2 年度は新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響を受け大きく減少している。 

●令和 4 年度の乗降人員数を駅別にみると、約 4 割が通谷駅を利用している。

 （千人）

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度

 通谷駅 610 614 478 457 447

 東中間駅 230 233 189 202 213

 筑豊中間駅 319 320 263 309 293

 希望が丘高校前駅 333 322 215 248 251

 計 1,492 1,489 1,145 1,216 1,204

 
ヒアリング 

結果

●乗務員が不足している。 

●筑豊電鉄をはじめとした公共交通の現状を市民に知ってもらう機会がないので、

市の協力のもと、公共交通の認知向上や利用促進のための PR が必要である。

修正後 ・パブリックコメントNo.12に基づく修正
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③経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　西鉄バスの国・県・市補助金額 

資料：中間市 
※各年度：前年 10 月～当年 9 月の実績 

 

 ●西鉄バスへの国・県・市の補助金額は令和 4 年度で約 2 千 9 百万円であり、年々増加傾向に

ある。

修正前
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③経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　西鉄バス（中間線）の国・県・市補助金額 

資料：中間市 
※各年度：前年 10 月～当年 9 月の実績 

 

④現状の問題点等 

資料：交通事業者ヒアリング 

 

２）北九州市営バス 

①運行状況 

表　北九州市営バスの運行本数 

※8 系統の始発便のみ「八所神社」から発車 

資料：水巻町 HP  

 ●西鉄バス中間線への国・県・市の補助金額は令和 4 年度で約 2 千 9 百万円であり、年々増加

傾向にある。

 ヒアリング 

結果

●乗務員が不足しており、さらに 2024 年問題の改善基準の変更により拘束時

間の短縮が影響し、夜遅い時間帯や朝早い時間帯が走れなくなる。

 ●本市には、北九州市営バスが運行する水巻南部循環線の一部が乗り入れており、大膳橋と中

鶴 4 丁目の 2 つの停留所に停車する。 

●朝・夕は水巻町南部地域のみを循環する南部コースを、日中は水巻町役場や水巻町図書館な

ど北部も含めた南北コースを運行しており、平日の運行本数は南部コースが 12 本、南北コ

ースが 8 本となっている。

 系統 
番号

路線 行先・経路
運行本数

 平
土・日・

祝

 6
水巻南部循環線 
（南部コース）

水巻駅南口→いきいきほーる→東水巻駅→
八所神社→水巻駅南口

4 3

 7
水巻駅南口→いちょうの湯前→下二→八所
神社→東水巻駅→水巻駅南口

8 6

 
8

水巻南部循環線 
（南北コース）

水巻駅南口→いきいきほーる→東水巻駅→
八所神社→福岡新水巻病院→総合運動公園
→水巻駅南口

6 6

 
9

水巻駅南口→福岡新水巻病院→総合運動公
園→いちょうの湯前→下二→ハ所神社→東
水巻駅→水巻駅南口

2 2
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修正後
・パブリックコメントNo.12に基づく修正

・事務局での内容精査による修正
・西鉄バス中間線に対する補助額を記載しているため、「中間線」を追記した。
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２）北九州市営バス 

①運行状況 

表　北九州市営バスの運行本数 

※8 系統の始発便のみ「八所神社」から発車 

資料：水巻町 HP 

 

②利用状況 

 

表　大膳橋・中鶴 4 丁目の利用者数（R4） 

 

表　主な降車バス停（R4） 

 

 

 ●本市には、北九州市営バスが運行する水巻南部循環線の一部が乗り入れており、大膳橋と中

鶴 4 丁目の 2 つの停留所に停車する。 

●朝・夕は水巻町南部地域のみを循環する南部コースを、日中は水巻町役場や水巻町図書館な

ど北部も含めた南北コースを運行しており、平日の運行本数は南部コースが 12 本、南北コ

ースが 8 本となっている。

 系統 
番号

路線 行先・経路
運行本数

 平
土・日・

祝

 6
水巻南部循環線 
（南部コース）

水巻駅南口→いきいきほーる→東水巻駅→
八所神社→水巻駅南口

4 3

 7
水巻駅南口→いちょうの湯前→下二→八所
神社→東水巻駅→水巻駅南口

8 6

 
8

水巻南部循環線 
（南北コース）

水巻駅南口→いきいきほーる→東水巻駅→
八所神社→福岡新水巻病院→総合運動公園
→水巻駅南口

6 6

 
9

水巻駅南口→福岡新水巻病院→総合運動公
園→いちょうの湯前→下二→ハ所神社→東
水巻駅→水巻駅南口

2 2

 ●市内に停車する 2 つの停留所（大膳橋・中鶴 4 丁目）の令和 4 年度の利用者数をみると、大

膳橋が 101 人、中鶴 4 丁目が 730 人となっている。 

●市内から乗車する人は、主に水巻駅南口で降車している。

 大膳橋 中鶴 4 丁目

 乗車（人） 34 391

 降車（人） 67 339

 計 101 730

 ■大膳橋で乗車

 降車バス停 人数(人) 割合

 1 水巻駅南口 23 67.6%

 2 水巻総合運動公園前 3 8.8%

 3 ハ所神社 2 5.9%

 ■中鶴 4 丁目で乗車

 　 降車バス停 人数(人) 割合

 1 水巻駅南口 193 49.4%

 2 いきいきホール 81 20.7%

 3 福岡新水巻病院 34 8.7%
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図　大膳橋・中鶴 4 丁目の利用者数（R4） 

※nimoca 利用者の実績 
資料：北九州市交通局
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②利用状況 

 

表　大膳橋・中鶴 4 丁目の利用者数（R4） 

 

表　主な降車バス停（R4） 

 

 

 

③現状の問題点等 

資料：交通事業者ヒアリング 

 

 

 

 ●市内に停車する 2 つの停留所（大膳橋・中鶴 4 丁目）の令和 4 年度の利用者数をみると、大

膳橋が 101 人、中鶴 4 丁目が 730 人となっている。 

●市内から乗車する人は、主に水巻駅南口で降車している。

 大膳橋 中鶴 4 丁目

 乗車（人） 34 391

 降車（人） 67 339

 計 101 730

 ■大膳橋で乗車

 降車バス停 人数(人) 割合

 1 水巻駅南口 23 67.6%

 2 水巻総合運動公園前 3 8.8%

 3 ハ所神社 2 5.9%

 ■中鶴 4 丁目で乗車

 　 降車バス停 人数(人) 割合

 1 水巻駅南口 193 49.4%

 2 いきいきホール 81 20.7%

 3 福岡新水巻病院 34 8.7%

 ヒアリング 

結果

●乗務員の不足及び高齢化。
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１）利用状況 

表　タクシーの利用者数 

※北九州交通圏：中間市、北九州市、遠賀郡 
 

 

 

 

 

 

 

 

図　タクシーの利用者数 

資料：輸送実績集計表（九州運輸局） 

 

２）経営状況 

表　タクシーの営業収入 

※北九州交通圏：中間市、北九州市、遠賀郡 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　タクシーの営業収入 

資料：輸送実績集計表（九州運輸局）  

 ●本市を含む北九州交通圏のタクシー利用者数について、令和 2 年度までは減少傾向にあった

が、その後微増傾向にあり、令和 4 年度は約 1,121 万人となっている。

 （人）

 　 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度

 北九州交通圏 16,999,428 15,534,188 14,431,929 9,958,144 9,961,713 11,214,122

 ●令和 4 年度のタクシーの営業収入は、約 110 億円となっており、6 年間で 3 割程度減少し

ているものの、令和 2 年度を底に微増傾向にある。

 （千円）

 　 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度

 北九州交通圏 15,494,592 14,951,620 13,708,815 8,946,217 9,338,962 11,008,130
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資料：輸送実績集計表（九州運輸局） 
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図　タクシーの営業収入 

資料：輸送実績集計表（九州運輸局） 

 

３）現状の問題点等 

資料：交通事業者ヒアリング  

 ●本市を含む北九州交通圏のタクシー利用者数について、令和 2 年度までは減少傾向にあった

が、その後微増傾向にあり、令和 4 年度は約 1,121 万人となっている。

 表　タクシーの利用者数 （人）

 　 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度

 北九州交通圏 16,999,428 15,534,188 14,431,929 9,958,144 9,961,713 11,214,122

 ●令和 4 年度のタクシーの営業収入は、約 110 億円となっており、6 年間で 3 割程度減少し

ているものの、令和 2 年度を底に微増傾向にある。

 表　タクシーの営業収入 （千円）

 　 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度

 北九州交通圏 15,494,592 14,951,620 13,708,815 8,946,217 9,338,962 11,008,130

 
ヒアリング 

結果

●乗務員の不足及び高齢化。乗務員不足により配車を断らざるを得ない時間帯が

ある。 

●配車係の人員不足。
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③公共交通の利便性を高めるための取り組み要望 

○本アンケートでは、公共交通の利便性を高めるための取り組み要望として、1 番目から 3 番目まで重

要と思われる施策を聞いたため、各重要度に応じて重みづけを行い、1 番目に重要とした回答を 5 点、

2 番目に重要とした回答を 3 点、3 番目に重要とした回答を 1 点として合計点数で集計した。 

○いずれの年代からも「路線バスの増便」が望まれている中、10 歳代からは「オンライン上の運行情報

の充実」や「オンラインで運賃決済できるサービスの導入」が、20 歳以上からは「自宅付近から目的

地前まで運んでくれる予約型のコミュニティ交通の運行」や「医療施設等が実施している無料送迎サ

ービスの実施・拡充」が望まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図　公共交通の利便性を高めるための取り組み要望  

【20～64 歳】【10 歳代】

【65 歳以上】
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図　公共交通の利便性を高めるための取組要望  

【20～64 歳】【10 歳代】

【65 歳以上】

修正後

※ 以降の「取り組み」から「取組」への修正箇所については、省略する。

・事務局での内容精査による修正
・「取り組み」と「取組」の表記が混在していたため、整理を行った。
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表　中間市の公共交通に対する自由意見 

 No. 年齢 居住地区 自由意見
 

2 10 歳代 中間西
小田ヶ浦 1 丁目に引っ越して来たのですが、折尾までと、折尾からの行き帰りの便
が少なく、行きで 1 便帰りは 0 便です。もう少し、増便してもらえたら助かるなと思い
ます。

 153 60～64 歳 中間 JR 中間駅の時刻表が構内に貼っていないので困る。（スマホで見れるが、スマホが
ない人はどうしているのか）

 154 40 歳代 中間東 利便性をもっと良くしてほしいです。どこに行くにも中途半端な距離にあるので、何か
新しい形態を作ってもらいたいです。

 

155 50 歳代 中間西

本市の公共交通は現状で満たされており、今以上のサービスを求めることは限界で
あると考える。自分主体のサービスを求めるならばタクシーがあればいい。求めるサー
ビスに対する費用は受益者が負担すべき。今ある公共交通を上手く利用する考え
方を持たない限り限度がない。

 156 10 歳代 中間南 坂が多いため坂の上のバスはあったほうがいい。お年寄りの方がきつそうに坂を上って
いて、倒れそうな方を何度も見ました。

 
157 60～64 歳 中間北

以前、市立病院があった時は、徒歩でも行け、大変便利でした。なくなってから市
外の病院へ車等で移動し、時間や経費が大変負担となっています。ぜひご配慮を
お願いいたします。

 158 10 歳代 中間東 JR と筑電の接続を良くしてほしい。通勤・通学の朝の時間の本数を増やしてほし
い。

 

159 70～74 歳 中間東

イオンやトライアル、王将、スタバなど出来て助かっています。みんなも喜んでいると思
いますが、前のダイエーみたいに 1 つの店に服、食事、雑貨等揃っていない。1 つの
店で遊べないので、衣料店、本屋さんないし、友達はなかなかよそから来ません。病
院もないし、まだイオン周辺が空いているので色々考えてほしいです。

 160 75～79 歳 中間東 コミュニティ交通を利用の方、行先バス停など知らない人が多いので、説明するのに
パンフレットなどあればなお良い。

 161 60～64 歳 底井野 中間市の公共交通をほとんど利用したことがない。そんな中で毎年7000万円の負
担は無駄。各家庭にガソリン代として配布してほしい。

 162 65～69 歳 中間東 これから先もずっと中間市に住むので、今も不便を感じているし、70 代、80 代にな
った時不安でたまりません。市民の意見を聞いていい方向に進んでほしい。

 

163 50 歳代 中間東

中間市で 1～21 歳まで生活し、その後色々な所に居住後 52 歳で中間市に戻
り、実感するのは住民の高齢化です。月並みですが高齢者に優しい環境を作って
いくことが大切だと思います。免許返納後の移動手段の確保をサポートする政策、
行動を期待します。

 164 60～64 歳 中間北 乗り合いタクシーのような、同じ場所に行くのに何人かで乗り合わせて同じ料金で運
営してもらう。

 

165 75～79 歳 中間南

免許返納後の対応 
・コミュニティバスの運行について、乗車場所・時刻・運賃等、年別にわかりやすく書
いた表を配布または市の広報等で知らせることが一番。多くの人がわかっていない。 
・公共交通についても、市の負担が増加している（利用者が少ない）。バス停まで
歩く・本数が少ない等で乗らない。もったいないと思う。

 
166 40 歳代 中間東

できれば車社会のため、駐車場の確保があれば公共交通等を利用したくなると思
います。また、コロナ禍で外出できないため、外出したくなるような取り組みがあれば。
チケット等を配るなど。

 167 65～69 歳 中間東 筑豊中間の電停の階段がつらい。
 168 65～69 歳 中間東 わかりやすく便利な公共交通を希望します。
 169 80 歳以上 中間南 バスを小型化し、頻繁に運行してほしい。
 170 75～79 歳 中間 水巻町のようなバスが羨ましい。
 171 70～74 歳 中間 運行経路、時刻表等を各家庭に配布してほしい。
 172 50 歳代 中間東 タクシーが少ない。
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４．地域公共交通の課題 
以上を踏まえ、地域公共交通の課題を以下の通り整理した。 

 

 

 

l 人口減少等により地域公共交通の利用者は減少傾向にある中、市の財政負担は増加傾向にある。 

l 市民アンケートにおいて、公共交通を利用しない理由に、所要時間の増大や乗り場が近くにな

いことが挙げられている。 

l 交通空白地域が残存している。 

l 交通事業者ヒアリングにおいて、現状の課題に乗務員の不足や高齢化が挙げられている。 

l 路線バスの 1 日の輸送量が、補助要件の下限値 15 人/日を下回る系統がある。 

 

 

 

l 市民アンケートにおける買物、通院、通勤、通学のための移動手段について、市外への通学に

JR が利用されている以外は公共交通の利用が少なく、自家用車が多くを占めている。 

l 特に通勤においては、八幡西区等、隣接市町村との流動が多いにもかかわらず、自家用車の利

用が多い。 

l 市民アンケートにおいて、現在免許を持たれている高齢者の約 2/3 は免許返納の意思があり、

3 割強の方は車での送迎を頼める人がいない状況にある中、免許返納後は、タクシーや筑豊電

気鉄道、路線バス等の公共交通を利用したい意向が高い。このような中、免許返納が進んでい

ない状況にある。 

 

 

 

l 市民アンケートにおいて、今後の中間市の公共交通について、現状と同等もしくはそれ以上の

公共交通サービスが望まれている中、市もしくは利用者の負担を増やして維持するべきといっ

た回答が 2 割程度ある一方、市や利用者の負担がこれ以上増えないように公共交通サービス内

容を見直し、運行経費の増加を抑えるべきといった回答が 4 割程度見られる。 

 

 

 

l 高齢化が進行しており、約 10 年後には 40%を超えると推計されている中（H27：35.1% 

⇒ R2：37.7% ⇒ R17：40.1%）、市民アンケートにおいて、高齢者は、免許返納後、タク

シーや筑豊電気鉄道、路線バス等の公共交通を利用したい意向が高いとともに、食品宅配サー

ビスや店舗・施設の送迎サービス等、支援サービスへのニーズが高まっている。 

l 高齢者は、荷物を運ぶのがきつい、徒歩や自転車での移動がつらいといった身体的な負担や、

送迎を家族や知人に頼むことへの気兼ね等で、外出時に不便さを感じている。 

l JR や筑豊電気鉄道といった鉄道は、他の年代と比べると高校生の通学を中心とした 10 歳代

の利用が多い傾向にある中、高校生の通学時の公共交通への要望として、JR に対しては増便

や定期代値下げへの要望が、筑豊電気鉄道に対しては定期代値下げや定期券購入の利便性向上

への要望が多い。一方、通学時に公共交通を利用しない理由としては、現在の移動手段と比較

して、時間的な都合が悪くなったり、通学時間が長くなったりすることが挙げられている。 

l 子育て世代向けのアンケートにおいて、公共交通を利用する際にベビーカーの利用や子供が騒

課題４：交通弱者に配慮した交通サービスの充実が必要

課題１：市民 利用者のニーズを踏まえた地域公共交通ネットワークの再構築が必要

課題２：過度な自家用車依存からの脱却が必要

課題３：財政的な制約を踏まえつつも、既存の交通機関の維持・充実が必要

修正前
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公共交通サービスが望まれている中、市もしくは利用者の負担を増やして維持するべきといっ

た回答が 2 割程度ある一方、市や利用者の負担がこれ以上増えないように公共交通サービス内

容を見直し、運行経費の増加を抑えるべきといった回答が 4 割程度見られる。 

 

 

 

l 高齢化が進行しており（H27：35.1% ⇒ R2：37.7% ⇒ R17：38.5%）、市民アンケート

において、高齢者は、免許返納後、タクシーや筑豊電鉄、路線バス等の公共交通を利用したい

意向が高いとともに、食品宅配サービスや店舗・施設の送迎サービス等、支援サービスへのニ

ーズが高まっている。 

l 高齢者は、荷物を運ぶのがきつい、徒歩や自転車での移動がつらいといった身体的な負担や、

送迎を家族や知人に頼むことへの気兼ね等で、外出時に不便さを感じている。 

l JR や筑豊電鉄といった鉄道は、他の年代と比べると高校生の通学を中心とした 10 歳代の利

用が多い傾向にある中、高校生の通学時の公共交通への要望として、JR に対しては増便や定

期代値下げへの要望が、筑豊電鉄に対しては定期代値下げや定期券購入の利便性向上への要望

が多い。一方、通学時に公共交通を利用しない理由としては、現在の移動手段と比較して、時

間的な都合が悪くなったり、通学時間が長くなったりすることが挙げられている。 

l 子育て世代向けのアンケートにおいて、公共交通を利用する際にベビーカーの利用や子供が騒

課題４：交通弱者に配慮した交通サービスの充実が必要

課題１：市民 利用者のニーズを踏まえた地域公共交通ネットワークの再構築が必要

課題２：過度な自家用車依存からの脱却が必要

課題３：財政的な制約を踏まえつつも、既存の交通機関の維持・充実が必要

修正後 ・パブリックコメントNo.28に基づく修正
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いで周囲に迷惑がかかることに対してストレスを感じており、今後公共交通を利用するにあた

っては、子連れ専用車両やベビーカーが利用しやすい環境の整備、周囲の理解・協力、乗降の

利便性の向上が求められている。 

l 以上のことから、高齢者や高校生、子育て世代等、交通弱者に配慮した交通サービスの充実が

必要である。 

 

 

 

l 市民アンケートにおいて、コミュニティバスを利用していない方が大半を占め、その理由とし

ては、運行ルートや利用方法が分からないといった回答が挙げられている。 

l 筑豊電気鉄道への交通事業者ヒアリングにおいて、市の協力のもと、公共交通の認知向上や利

用促進のための PR が求められている。 

 

 

課題５：地域公共交通の利用啓発が必要

修正前



<87>

いで周囲に迷惑がかかることに対してストレスを感じており、今後公共交通を利用するにあた

っては、子連れ専用車両やベビーカーが利用しやすい環境の整備、周囲の理解・協力、乗降の

利便性の向上が求められている。 

 

 

 

l 市民アンケートにおいて、コミュニティバスを利用していない方が大半を占め、その理由とし

ては、運行ルートや利用方法が分からないといった回答が挙げられている。 

l 筑豊電鉄への交通事業者ヒアリングにおいて、市の協力のもと、公共交通の認知向上や利用促

進のための PR が求められている。 

 

 

課題５：地域公共交通の利用啓発が必要

修正後 ・事務局での内容精査による修正
・修正前の「以上のことから～」の一文は、課題4のタイトルと内容が重複して
　いるため、削除した。
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５．地域公共交通の基本方針及び目標 

５-１ 地域公共交通の基本方針 
 

以上の課題を解決するためには、公共交通が市内各地域の活性化の基盤となる必要があり、その実

現に向けては、市民、交通事業者、行政等の関係者の協力が不可欠であることから、以下の通り基本

理念及び基本方針を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民、交通事業者、行政がそれぞれの役割を認識し、実践することで、持続可能な地域公共

交通を実現する。 

・市内外との交流促進を担い、地域の活力の基盤となる地域公共交通を実現する。 

 

 

 

・デジタル技術等の新たな技術や先進的な知見を取り入れ、サービス水準の向上、運営体制の

効率化を進め、利用者・事業者双方にとってやさしい地域公共交通を実現する。 

 

 

 

・市民の意識醸成を図り、利用者の増加する地域公共交通を実現する。 

 

 

基本方針１

～基本理念～ 

地域みんなが連携して支え合い、元気ある地域公共交通を目指して

基本方針２ 誰もが使いやすい地域公共交通の実現

持続可能な地域公共交通の実現

基本方針３ 成長する地域公共交通の実現

修正前
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５．地域公共交通の基本方針及び目標 

５-１ 地域公共交通の基本方針 
 

以上の課題を解決するためには、公共交通が市内各地域の活性化の基盤となる必要があり、その実

現に向けては、市民、交通事業者、行政等の関係者の協力が不可欠であることから、以下の通り基本

理念及び基本方針を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民、交通事業者、行政がそれぞれの役割を認識し、実践することで、持続可能な地域公共

交通を実現する。 

・市内外との交流促進を担い、地域の活力の基盤となる地域公共交通を実現する。 

 

 

 

・デジタル技術等の新たな技術や先進的な知見を取り入れ、サービス水準の向上、運営体制の

効率化を進め、利用者・事業者双方にとってやさしい地域公共交通を実現する。 

 

 

 

・市民の公共交通利用の意識醸成を図り、利用者の増加する地域公共交通を実現する。 

 

 

基本方針１

～基本理念～ 

地域みんなが連携して支え合い、元気ある地域公共交通を目指して

基本方針２ 誰もが使いやすい地域公共交通の実現

持続可能な地域公共交通の実現

基本方針３ 成長する地域公共交通の実現

修正後 ・パブリックコメントNo.22に基づく修正
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５-２ 目指すべき地域公共交通ネットワーク 

５-２-１ 公共交通の役割と方向性 
 

市内の公共交通の役割と方向性を以下に示す。 

 

 

 

 周辺及び沿線に 
集積すべき「都市機能」

まちづくりを促すための 
「公共交通の役割」

役割の発揮に向けた 
「方向性」

  

鉄
　
道

●ＪＲ中間駅 
通勤・通学の主要交通結節
点であるとともに日用品の商
業施設や業務施設の集積
が必要 

●筑鉄通谷駅 
周辺地区は市民が暮らすた
めのにぎわいがある地域の
形成が必要 

●筑鉄筑豊中間駅 
各地域住民における様々な
交通と鉄道との交通結節点
であるとともに日用品の商業
施設等の立地

⇒

都市間移動の根幹を担う 
●都市間を結ぶ移動の基幹公

共交通軸であることが必要 
●通勤・通学を支援する定時

制、速達性ある輸送機関

⇒

バスとのネットワークの強化 
●通勤・通学を中心に、路線バス

との乗継移動の利便性の確保

 
 

路
線
バ
ス

●ＪＲ中間駅 

●筑鉄通谷駅 

●筑鉄筑豊中間駅 
上記３駅は鉄道と同じ 

●ピザクック通り沿道 
路線バス沿線は、利便機能
や公益機能の多くの市民が
利用する都市機能を確保

⇒

都市内交通の骨格を担う 
●中心部の都市拠点を連絡

し、市民の日常的な移動目
的地への移動を確保するこ
とが必要。 

●鉄道に乗り継ぐことで広域の
移動ができる。

⇒

都心部での利用環境の整備 
●中間市のＪＲ中間駅、筑鉄通

谷駅、筑鉄筑豊中間駅へのア
クセスの確保と乗り継ぎ利便性
の確保 

●メガセンタートライアル中間店、
イオンなかま店、新中間病院な
ど便利機能や公益機能へのア
クセス性の確保

 
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス

●特に集積すべき「都市機能」
は不要。

⇒

交通不便地の移動を支援 
●交通不便地における交通弱

者の身近な買い物や通院の
ための移動手段、路線バス
などの上位公共交通機関へ
のアクセス手段を確保する。

⇒

地区に応じた公共交通の仕組み 
●地区ニーズへの柔軟な対応と

持続可能な公共交通とするた
め、地域主体の公共交通をめ
ざす。

 
 水

巻
南
部
循
環
バ
ス

●特に集積すべき「都市機能」
は不要。

⇒

水巻町にある施設の利用 
●水巻町に位置するＪＲ水巻

駅や新水巻病院への利用 
●なお、当該路線は北九州市

営バスが運行しているため、
本計画では特に役割を定め
ない。

⇒

北九州市営バスの運行形

態に準ずる利用 
●北九州市営バスの運行形態の

中で、中間市民が享受できる
部分に対して利用を図る。

 
 

タ
ク
シ
ー

●特に集積すべき「都市機能」
は不要。

⇒

多様な移動ニーズを支える 
●タクシー利用が有効な移

動、あるいは、公共交通が不
便な地区の住民、子育て世
代などへの多様な移動を支
える。

⇒

ドア to ドア輸送ニーズへの対応 
●きめ細かい配慮や多様なサー

ビス対応が求められる移動者
（観光客、高齢者、障がい者、
子育て中の母親など）の対応。

修正前
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５-２ 目指すべき地域公共交通ネットワーク 

５-２-１ 公共交通の役割と方向性 
 

市内の公共交通の役割と方向性を以下に示す。 

 

 

 

 周辺及び沿線に 
集積すべき「都市機能」

まちづくりを促すための 
「公共交通の役割」

役割の発揮に向けた 
「方向性」

  

鉄
　
道

●ＪＲ中間駅 
通勤・通学の主要交通結節
点であるとともに日用品の商
業施設や業務施設の集積
が必要 

●筑鉄通谷駅 
周辺地区は市民が暮らすた
めのにぎわいがある地域の
形成が必要 

●筑鉄筑豊中間駅 
各地域住民における様々な
交通と鉄道との交通結節点
であるとともに日用品の商業
施設等の立地

⇒

都市間移動の根幹を担う 
●都市間を結ぶ移動の基幹公

共交通軸であることが必要 
●通勤・通学を支援する定時

制、速達性ある輸送機関

⇒

バスとのネットワークの強化 
●通勤・通学を中心に、路線バス

との乗継移動の利便性の確保

 
 

路
線
バ
ス

●ＪＲ中間駅 

●筑鉄通谷駅 

●筑鉄筑豊中間駅 
上記３駅は鉄道と同じ 

●ピザクック通り沿道 
路線バス沿線は、利便機能
や公益機能の多くの市民が
利用する都市機能を確保

⇒

都市内交通の骨格を担う 
●中心部の都市拠点を連絡

し、市民の日常的な移動目
的地への移動を確保するこ
とが必要。 

●鉄道に乗り継ぐことで広域の
移動ができる。

⇒

都心部での利用環境の整備 
●中間市のＪＲ中間駅、筑鉄通

谷駅、筑鉄筑豊中間駅へのア
クセスの確保と乗り継ぎ利便性
の確保 

●メガセンタートライアル中間店、
イオンなかま店、新中間病院な
ど便利機能や公益機能へのア
クセス性の確保

 
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス

●特に集積すべき「都市機能」
は不要。

⇒

交通不便地の移動を支援 
●交通不便地における交通弱

者の身近な買い物や通院の
ための移動手段、路線バス
などの上位公共交通機関へ
のアクセス手段を確保する。

⇒

地区に応じた公共交通の仕組み 
●地区ニーズへの柔軟な対応と

持続可能な公共交通とするた
め、地域主体の公共交通をめ
ざす。

 
 水

巻
南
部
循
環
バ
ス

●特に集積すべき「都市機能」
は不要。

⇒

水巻町にある施設の利用 
●水巻町に位置するＪＲ水巻

駅や新水巻病院への利用 
●なお、当該路線は北九州市

営バスが運行しているため、
本計画では特に役割を定め
ない。

⇒

北九州市営バスの運行形

態に準ずる利用 
●北九州市営バスの運行形態の

中で、中間市民が享受できる
部分に対して利用を図る。

 
 

タ
ク
シ
ー

●特に集積すべき「都市機能」
は不要。

⇒

多様な移動ニーズを支える 
●タクシー利用が有効な移

動、あるいは、公共交通が不
便な地区の住民、子育て世
代などへの多様な移動を支
える。

⇒

ドア to ドア輸送ニーズへの対応 
●きめ細かい配慮や多様なサー

ビス対応が求められる移動者
（観光客、高齢者、障がい者、
子育て中の保護者など）の対
応。

修正後 ・事務局での内容精査による修正
・子育てをしているのは「母親」だけとは限らないため、「保護者」という表現
　に改めた。
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５-３ 計画の基本目標 
 

基本方針を踏まえ、本計画の基本目標を以下の通り設定し、施策・事業の推進によりこれらの目標

達成を目指す。 

 

 

 

 

 

 ※1）令和 4 年 10 月から令和 5 年 9 月までを R5 年度とする。 

 ※2）令和 9 年 10 月から令和 10 年 9 月までを R10 年度とする。 

 ※3）令和 3 年 10 月から令和 4 年 9 月までを R4 年度とする。 

 

 

 指標 単位 現況値 目標値

 JR 筑豊本線の中間市内駅の 1 日あたり乗車人員数 

（中間駅・筑前垣生駅） 

【資料：JR 九州資料】

人／日
1,752 

（R4 年度）

1,752 

（R10 年度）

 筑豊電気鉄道の中間市内駅の年間乗降人員数 

【資料：筑豊電気鉄道資料】
千人

1,204 

（R4 年度）

1,204 

（R10 年度）

 西鉄バス中間線の年間輸送人員数 

【資料：西鉄バス北九州（株）資料】
人

101,627 

（R5 年度）※1

101,627 

（R10 年度）※2

 コミュニティバスの年間利用者数 

【資料：中間市資料】
人

2,175 

（R5 年度）※1

2,870 

（R10 年度）※2

 西鉄バス中間線の収支率 

【資料：西鉄バス北九州（株）資料】
%

34.37 

（R5 年度）※1

34.37 

（R10 年度）※2

 コミュニティバスの収支率 

【資料：中間市資料】
%

13.86 

（R5 年度）※1

16.67 

（R9 年度）※2

 西鉄バス中間線の利用者 1 人あたりの財政負担額 

【資料：中間市資料】
円／人

208 

（R4 年度）※3

208 

（R10 年度）※2

 コミュニティバスの利用者1人あたりの財政負担額 

【資料：中間市資料】
円／人

1,162 

（R5 年度）※1

928 

（R10 年度）※2

基本目標１　地域公共交通ネットワークの維持・確保 

市民生活やまちづくりにとって不可欠な地域公共交通ネットワークについて、採算性

だけでなく、存続により得られる効果を総合的に考慮しながら、維持・確保を図る。

修正前
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５-３ 計画の基本目標 
 

基本方針を踏まえ、本計画の基本目標を以下の通り設定し、施策・事業の推進によりこれらの目標

達成を目指す。 

 

 

 

 

 

 ※1）令和 4 年 10 月から令和 5 年 9 月までを R5 年度とする。 

 ※2）令和 9 年 10 月から令和 10 年 9 月までを R10 年度とする。 

 ※3）令和 3 年 10 月から令和 4 年 9 月までを R4 年度とする。 

 

【指標１・２・３・５・７の目標値の考え方】 

鉄道及び路線バスに関する指標の目標値については、将来的に本市の人口が減少し、利用者の減少

も見込まれる中で、利用啓発、情報発信、利用しやすい運賃体系への改善等、様々な事業に取り組むこ

とにより、現在の水準の維持を目指す。 

【指標４・６・８の目標値の考え方】 

コミュニティバスに関する指標の目標値については、現況値がコロナ禍の令和 3 年度の数値よりも

低いため、利用方法の周知や利用促進等により改善を図り、令和 3 年度の水準まで戻すことを目指す。 

 

 指標 単位 現況値 目標値

 

指標１

JR筑豊本線の中間市内駅の1日あたり乗

車人員数（中間駅・筑前垣生駅） 

【資料：JR 九州資料】

人／日
1,752 

（R4 年度）

1,752 

（R10 年度）

 
指標２

筑豊電鉄の中間市内駅の年間乗降人員数 

【資料：筑豊電鉄資料】
千人

1,204 

（R4 年度）

1,204 

（R10 年度）

 
指標３

西鉄バス中間線の年間輸送人員数 

【資料：西鉄バス北九州（株）資料】
人

101,627 

（R5 年度）※1

101,627 

（R10 年度）※2

 
指標４

コミュニティバスの年間利用者数 

【資料：中間市資料】
人

2,175 

（R5 年度）※1

2,870 

（R10 年度）※2

 
指標５

西鉄バス中間線の収支率 

【資料：西鉄バス北九州（株）資料】
%

34.37 

（R5 年度）※1

34.37 

（R10 年度）※2

 
指標６

コミュニティバスの収支率 

【資料：中間市資料】
%

13.86 

（R5 年度）※1

16.67 

（R10 年度）※2

 

指標７

西鉄バス中間線の利用者 1 人あたりの財

政負担額 

【資料：中間市資料】

円／人
208 

（R4 年度）※3

208 

（R10 年度）※2

 

指標８

コミュニティバスの利用者 1 人あたりの

財政負担額 

【資料：中間市資料】

円／人
1,162 

（R5 年度）※1

928 

（R10 年度）※2

基本目標１　地域公共交通ネットワークの維持・確保 

市民生活やまちづくりにとって不可欠な地域公共交通ネットワークについて、採算性

だけでなく、存続により得られる効果を総合的に考慮しながら、維持・確保を図る。

修正後 ・前回の中間市地域公共交通会議で頂戴したご意見に基づく修正
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 指標 単位 現況値 目標値

 MaaS の導入に向けた取組件数 

【資料：中間市資料】
件

0 件 

（R5 年度まで）

2 件 

（R10 年度まで）

 指標 単位 現況値 目標値

 高齢者の運転免許証自主返納率 

【資料：福岡県警察資料】
%

2.28 

（R4 年）

2.50 

（R10 年）

 情報発信、乗り方教室開催等による、意識醸成のた

めの取組件数 

【資料：中間市資料】

件
1 件 

（R5 年度）

4 件 

（R10 年度）

基本目標 3　市民の意識醸成による公共交通の利用増 

地域公共交通を利用して守るという意識を醸成し、公共交通の利用増に向け、学生や

高齢者を始めとした市民需要の掘り起こしと、自家用車依存からの脱却を図る。

基本目標 2　 新たな技術の活用等による地域公共交通の利便性向上 

利便性向上をめざし、デジタル技術等の新たな技術を取り入れた取組に対して、市が

適切な支援を行う。

修正前
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【指標９の目標値の考え方】 

MaaS の導入に向けた取組件数は現在 0 件だが、コミュニティバスの AI オンデマンド化やキャッ

シュレス決済の導入、デジタルチケットの販売等の取組に向けた検討を行うことにより、令和 10 年

度までに 2 件実施することを目指す。 

 

 

 

 

 

 

※4）前年末の運転免許証保有者数に対する当年一年間の返納者数の割合として算出する。 

したがって、現況値は R3 年末の運転免許保有者数に対する R4 年の返納者数の割合、 

目標値は R9 年末の運転免許保有者数に対する R10 年の返納者数の割合とする。 

 

【指標 10 の目標値の考え方】 

高齢者の運転免許証自主返納率の目標値については、運転免許自主返納者に対する支援等に取り組

むことにより、現況値よりも 1 割向上することを目指す。 

【指標 11 の目標値の考え方】 

意識醸成のための取組件数について、令和 5 年度においては、筑豊電鉄が実施している乗り方教室

1 件であるが、今後、このような教室や中間市からの情報発信を積極的に行うことにより、令和 10 年

度には 4 件の実施を目指す。 

 

 

 指標 単位 現況値 目標値

 
指標９

MaaS の導入に向けた取組件数 

【資料：中間市資料】
件

0 件 

（R5 年度まで）

2 件 

（R10 年度まで）

 指標 単位 現況値 目標値

 
指標 10

高齢者の運転免許証自主返納率※4 

【資料：福岡県警察資料】
%

2.28 

（R4 年）

2.50 

（R10 年）

 

指標 11

情報発信、乗り方教室開催等による、

意識醸成のための取組件数 

【資料：中間市資料】

件
1 件 

（R5 年度）

4 件 

（R10 年度）

基本目標 3　市民の意識醸成による公共交通の利用増 

地域公共交通を利用して守るという意識を醸成し、公共交通の利用増に向け、学生や

高齢者を始めとした市民需要の掘り起こしと、自家用車依存からの脱却を図る。

基本目標 2　 新たな技術の活用等による地域公共交通の利便性向上 

利便性向上をめざし、デジタル技術等の新たな技術を取り入れた取組に対して、市が

適切な支援を行う。

修正後 ・前回の中間市地域公共交通会議で頂戴したご意見に基づく修正
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６-２ 事業内容 
 

 

 

 

 【基本目標１】 

地域公共交通ネットワークの維持・確保

【事業 1-1】 

国・県と協働した路線バスへの財政支援

 ①目　的

 l 路線バスを維持するために、国・県と協働して継続的な財政支援を行う。

 ②内　容

 l 路線バスを維持していくために、国や県による補助金（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）

を活用していくとともに、運行欠損額に対する負担を行いながら、継続的な財政支援を行う。 

l 対象は、地域間幹線系統である西鉄バス中間線とする。

 ③実施主体とスケジュール

 
 

事業 実施主体
2024 

(R6)年

2025 

(R7)年

2026 

(R8)年

2027 

(R9)年

2028 

(R10)年

 
国・県の補助事業の活用

中間市 

国・県

 
財政支援 中間市

 【基本目標１】 

地域公共交通ネットワークの維持・確保

【事業 1-2】 

乗務員の確保

 ①目　的

 l 乗務員の確保に向けた交通事業者への支援を行う。

 ②内　容

 l 交通事業者が行う乗務員募集に向けた広報について、市もホームページ等を活用して募集の支援を

行うとともに、乗務員説明会を実施する際に市役所内の会議室を貸し出すなど、場の提供を行う。

 ③実施主体とスケジュール

 
 

事業 実施主体
2024 

(R6)年

2025 

(R7)年

2026 

(R8)年

2027 

(R9)年

2028 

(R10)年

 

乗務員の確保に向けた支援

中間市 

鉄道事業者 

バス事業者 

タクシー事業者

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

修正前
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６-２ 事業内容 
 

 

 

 

 【基本目標１】 

地域公共交通ネットワークの維持・確保

【事業 1-1】 

国・県と協働した路線バスへの財政支援

 ①目　的

 l 路線バスを維持するために、国・県と協働して継続的な財政支援を行う。

 ②内　容

 l 路線バスを維持していくために、国や県による補助金（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）

を活用していくとともに、運行欠損額に対する負担を行いながら、継続的な財政支援を行う。 

l 対象は、地域間幹線系統である西鉄バス中間線とする。

 ③実施主体とスケジュール

 
 

事業 実施主体
2024 

(R6)年

2025 

(R7)年

2026 

(R8)年

2027 

(R9)年

2028 

(R10)年

 
国・県の補助事業の活用

中間市 

国・県

 
財政支援 中間市

 【基本目標１】 

地域公共交通ネットワークの維持・確保

【事業 1-2】 

乗務員の確保

 ①目　的

 l 乗務員の確保に向けた交通事業者への支援を行う。

 ②内　容

 l 交通事業者が行う乗務員募集に向けた広報について、市もホームページ等を活用して募集の支援を

行うとともに、乗務員説明会を実施する際に公共施設の会議室を貸し出すなど、場の提供を行う。

 ③実施主体とスケジュール

 
 

事業 実施主体
2024 

(R6)年

2025 

(R7)年

2026 

(R8)年

2027 

(R9)年

2028 

(R10)年

 

乗務員の確保に向けた支援

中間市 

鉄道事業者 

バス事業者 

タクシー事業者

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

修正後 ・事務局での内容精査による修正
・貸出しが可能な会議室は、主として市役所以外の公共施設に多くあるため、
　表現を改めた。
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 【基本目標 3】 

市民の意識醸成による公共交通の利用増

【事業 3-2】 

乗り方教室・アプリ教室の開催

 ①目　的

 l 乗り方教室や出前講座、アプリ教室を企画・開催して、公共交通利用に対する不安を払拭し、公共

交通の利用啓発を図る。

 ②内　容

 l 公共交通に対する学生や高齢者をはじめとした市民需要の掘り起こしに向けて、これまで公共交通

を利用したことがない方や公共交通利用に不安を抱える方を対象に、乗り方教室や出前講座を実施

し、移動手段の一つとして公共交通を利用してもらうためのきっかけづくりを行う。 

l 近年、公共交通の利用に対しては、バスの経路検索やダイヤ検索、タクシーの配車等がスマートフ

ォンやアプリで行えるようになってきており、利便性が向上している一方、これらの利用方法が分

からず、このメリットを享受できていない方もおられる。そこで、この解消に向けて、スマートフ

ォンやアプリの利用方法を学ぶ教室を企画、開催する。 

■バスの乗り方教室の事例（茨城県神栖市） ■高齢者への出前講座の事例（静岡県藤枝市） 

 

 

 

 

 

 

 

 ③実施主体とスケジュール

 
 

事業 実施主体
2024 

(R6)年

2025 

(R7)年

2026 

(R8)年

2027 

(R9)年

2028 

(R10)年

 
乗り方教室・アプリ教室の開催

中間市 

鉄道事業者 

バス事業者

定期的に実施

修正前
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 【基本目標 3】 

市民の意識醸成による公共交通の利用増

【事業 3-2】 

乗り方教室・アプリ教室の開催

 ①目　的

 l 乗り方教室や出前講座、アプリ教室を企画・開催して、公共交通利用に対する不安を払拭し、公共

交通の利用啓発を図る。

 ②内　容

 l 公共交通に対する学生や高齢者をはじめとした市民需要の掘り起こしに向けて、これまで公共交通

を利用したことがない方や公共交通利用に不安を抱える方を対象に、乗り方教室や出前講座を実施

し、移動手段の一つとして公共交通を利用してもらうためのきっかけづくりを行う。 

l 近年、公共交通の利用に対しては、バスの経路検索やダイヤ検索、タクシーの配車等がスマートフ

ォンやアプリで行えるようになってきており、利便性が向上している一方、これらの利用方法が分

からず、このメリットを享受できていない方もおられる。そこで、この解消に向けて、スマートフ

ォンやアプリの利用方法を学ぶ教室を企画、開催する。 

■バスの乗り方教室の事例（茨城県神栖市） ■高齢者への出前講座の事例（静岡県藤枝市） 

 

 

 

 

 

 

 

 ③実施主体とスケジュール

 
 

事業 実施主体
2024 

(R6)年

2025 

(R7)年

2026 

(R8)年

2027 

(R9)年

2028 

(R10)年

 

乗り方教室・アプリ教室の開催

中間市 

鉄道事業者 

バス事業者 

住民

定期的に実施

修正後 ・前回の中間市地域公共交通会議で頂戴したご意見に基づく修正
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７．計画の推進体制 

７-１ 計画の推進体制 

本計画は中間市地域公共交通会議で、計画全体の推進及び事業の進捗状況等について適切に管理

し、着実な推進を図る。 

 

表　中間市地域公共交通会議の構成員と役割 

 

７-２ 関係する主体と基本的な役割 

本計画を進めるに当たっては、交通政策基本法（平成 25 年法律第 92 号）第６条（連携等による

施策の推進）の規定に基づき、「住民」「交通事業者」「行政」が連携し、一体となって計画目標の

達成に向けて取り組む必要がある。それぞれの役割分担を明確にし、新たな交通体系を構築してい

く。 

 

表　関連主体と基本的な役割 

 

 中間市地域公共交通会議

 構成員 中間市、福岡県、国、交通事業者、関係機関、市民　等

 役　割 短期的な見直し・改善や中・長期的なプロジェクト等を継続的に協議・検討

 主　体 役　割 関連法等

 

住民

交通サービスを享受するだけでなく、主体的に公共交通

に関わり、市が実施する交通に関する施策に協力するよ

う努める。

交通政策基本法 第 11 条

 
交通事業者

事業経営・交通運営の主体として、路線・ダイヤ・運行

形態等の検討を行うとともに、情報提供・発信を行う。
交通政策基本法 第 10 条

 
関係機関 行政や交通事業者等と連携した取組の検討を行う。

地域交通法 

第６条第２項第３号

 道路管理者 

交通管理者

道路行政の視点から公共交通運営の正当性・妥当性につ

いて判断する。
交通政策基本法 第 10 条

 
有識者

計画に示す施策・事業の実施方針等について助言を行

う。

地域交通法 

第６条第２項第４号

 
国

全体的な統括の視点から、計画の推進について、助言等

を行う。

交通政策基本法 

第８条、第９条

 
県

主に広域交通について、広域的な見地から、公共交通の

維持・改善の取組を行う。

交通政策基本法 第９条 

地域交通法 第 4 条第２項

 市 

（交通担当）

計画の管理を行う。必要に応じて、県、関係市町と協働

しながら公共交通の維持・改善の取組を行う。 交通政策基本法 第９条 

地域交通法 第 4 条第 3 項  市 

（関連部署）

都市計画、まちづくり、観光振興、福祉、教育などの施

策を交通と連携して進め、交通需要の創出に取り組む。

修正前
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７．計画の推進体制 

７-１ 計画の推進体制 

本計画は中間市地域公共交通会議で、計画全体の推進及び事業の進捗状況等について適切に管理

し、着実な推進を図る。 

 

表　中間市地域公共交通会議の構成員と役割 

 

７-２ 関係する主体と基本的な役割 

本計画を進めるに当たっては、交通政策基本法（平成 25 年法律第 92 号）第６条（連携等による

施策の推進）の規定に基づき、「住民」「交通事業者」「行政」が連携し、一体となって計画目標の

達成に向けて取り組む必要がある。それぞれの役割分担を明確にし、新たな交通体系を構築してい

く。 

 

表　関連主体と基本的な役割 

 

 中間市地域公共交通会議

 構成員 中間市、福岡県、国、交通事業者、関係機関、市民　等

 役　割 短期的な見直し・改善や中・長期的なプロジェクト等を継続的に協議・検討

 主　体 役　割 関連法等

 

住民

交通サービスを享受するだけでなく、主体的に公共

交通に関わり、市が実施する交通に関する施策に協

力するよう努める。

■交通政策基本法 第 11 条 

■地域公共交通の活性化及び 

再生の促進に関する基本方針 

第 8 条第 1 項第 5 号

 

交通事業者

事業経営・交通運営の主体として、路線・ダイヤ・

運行形態等の検討を行うとともに、情報提供・発信

を行う。

■交通政策基本法 第 10 条 

■地域交通法 第 4 条第 4 項

 関係機関 行政や交通事業者等と連携した取組の検討を行う。

■地域公共交通の活性化及び 

再生の促進に関する基本方針 

第 2 条第 3 項第 1 号

 道路管理者 

交通管理者

道路行政の視点から公共交通運営の正当性・妥当性

について判断する。

 
有識者

計画に示す施策・事業の実施方針等について助言を

行う。

 
国

全体的な統括の視点から、計画の推進について、助

言等を行う。

■交通政策基本法 第８条 

■地域交通法 第 4 条第 1 項

 
県

主に広域交通について、広域的な見地から、公共交

通の維持・改善の取組を行う。

■交通政策基本法 第９条 

■地域交通法 第 4 条第２項

 市 

（交通担当）

計画の管理を行う。必要に応じて、県、関係市町と

協働しながら公共交通の維持・改善の取組を行う。
■交通政策基本法 第９条 

■地域交通法 第 4 条第 3 項
 

市 

（関連部署）

都市計画、まちづくり、観光振興、福祉、教育など

の施策を交通と連携して進め、交通需要の創出に取

り組む。

修正後 ・事務局での内容精査による修正
・関連する法律等の内容を見直し、適切な引用となるよう改めた。
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表　事業の実施スケジュールと主な実施主体 

 

 
事業

スケジュール
主な実施主体

 R6 R7 R8 R9 R10

 基本目標１ 地域公共交通ネットワークの維持・確保

 1-1）国・県と協働した路線バスへの財政支
援

 
国・県の補助事業の活用

中間市 

国・県

 
財政支援 中間市

 
1-2）乗務員の確保

中間市 
鉄道事業者 
バス事業者 

タクシー事業者

 1-3）コミュニティバスの AI オンデマンド

化（需要に応じた運行体系）

中間市 

コミュニティバス交通事業者

 
1-4）コミュニティバスとハピネスなかま

送迎バスの一体的な見直し

中間市 
コミュニティバス交通事業者 

バス事業者

 基本目標２　新たな技術の活用等による地域公共交通の利便性向上

 

2-1）利用しやすい運賃体系の導入
中間市 

交通事業者

 2-2）【再掲】コミュニティバスの AI オン

デマンド化（利便性向上に向けた効

率的な運行）

中間市 

コミュニティバス交通事業者

 

2-3）MaaS の導入 交通事業者

 基本目標３　市民の意識醸成による公共交通の利用増

 
3-1）免許返納後も安心して利用できる取

り組みの推進

中間市 
バス事業者 

タクシー事業者

 
3-2）乗り方教室・アプリ教室の開催

中間市 
鉄道事業者 
バス事業者

 3-3）公共交通に関する情報発信

 広報誌やホームページでの公共交通に

関する情報発信

中間市 

交通事業者

 
公共交通マップの更新

中間市 

交通事業者

 
3-4）交流人口増に向けた取り組みの推進

中間市 
鉄道事業者 
バス事業者

継続的に実施

検討

可能なとこ

ろから実施

検討・実証運行

検討

継続的に実施

可能なものから実施

検討・実証運行

継続的に実施

定期的に実施

定期的に実施

継続的に実施

定期的に実施

更新

検討

可能なものから実施

修正前



<108>

表　事業の実施スケジュールと主な実施主体 

 

 
事業

スケジュール
主な実施主体

 R6 R7 R8 R9 R10

 基本目標１ 地域公共交通ネットワークの維持・確保

 1-1）国・県と協働した路線バスへの財政支
援

 
国・県の補助事業の活用

中間市 

国・県

 
財政支援 中間市

 
1-2）乗務員の確保

中間市 
鉄道事業者 
バス事業者 

タクシー事業者

 1-3）コミュニティバスの AI オンデマンド

化（需要に応じた運行体系）

中間市 

コミュニティバス交通事業者

 
1-4）コミュニティバスとハピネスなかま

送迎バスの一体的な見直し

中間市 
コミュニティバス交通事業者 

バス事業者

 基本目標２　新たな技術の活用等による地域公共交通の利便性向上

 

2-1）利用しやすい運賃体系の導入
中間市 

交通事業者

 2-2）【再掲】コミュニティバスの AI オン

デマンド化（利便性向上に向けた効

率的な運行）

中間市 

コミュニティバス交通事業者

 

2-3）MaaS の導入 交通事業者

 基本目標３　市民の意識醸成による公共交通の利用増

 
3-1）免許返納後も安心して利用できる取

組の推進

中間市 
バス事業者 

タクシー事業者

 

3-2）乗り方教室・アプリ教室の開催

中間市 
鉄道事業者 
バス事業者 

住民

 3-3）公共交通に関する情報発信

 広報誌やホームページでの公共交通に

関する情報発信

中間市 

交通事業者

 
公共交通マップの更新

中間市 

交通事業者

 
3-4）交流人口増に向けた取組の推進

中間市 
鉄道事業者 
バス事業者

継続的に実施

検討

可能なとこ

ろから実施

検討・実証運行

検討

継続的に実施

可能なものから実施

検討・実証運行

継続的に実施

定期的に実施

定期的に実施

継続的に実施

定期的に実施

更新

検討

可能なものから実施

修正後 ・前回の中間市地域公共交通会議で頂戴したご意見に基づく修正
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